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業績予想の修正及び特別損失の計上に関するお知らせ 

 

 

近の業績の動向等を踏まえ、平成 22 年７月９日に公表いたしました平成 23 年５月期第２四半期の業績

予想を修正するとともに、下記の通り特別損失の計上を行うこととなりましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１ 平成23年５月期 業績予想の修正 

（１）第２四半期 連結累計期間（平成22年６月１日～平成22年11月30日） 
（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 
四半期純利益 

   円 銭

前回予想（Ａ） 1,753 135 125 90 9.20

今回修正（Ｂ） 1,607 118 136 43 4.49

増減額（Ｂ－Ａ） △146 △17 11 △47 －

増減率 △8.3％ △12.6％ 8.8％ △52.2％ －

(ご参考)前期実績 

(平成22年５月期第２四半期) 1,452 △3 19 △368 △37.64

 

（２）第２四半期 個別累計期間（平成22年６月１日～平成22年11月30日） 
（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 
四半期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回予想（Ａ） 1,753 135 125 90 9.20

今回修正（Ｂ） 1,607 118 136 44 4.50

増減額（Ｂ－Ａ） △146 △17 11 △46 －

増減率 △8.3％ △12.6％ 8.8％ △51.1％ －

(ご参考)前期実績 

(平成22年５月期第２四半期) 1,452 △3 19 △368 △37.64

 



 

２ 修正の理由 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした海外経済の回復に伴う輸出の増

加や家計支援策による個人消費の拡大などを背景に、緩やかに回復しつつあるものの、円高の進行や欧米

諸国における景気減速の影響に加えて、政策効果の縮小等により、先行きに不透明感は増しております。 

このような経済状況のもと、当社グループは、「ボルト締結分野」での競争優位性を支える開発力・技

術力・品質力の強化、「ボルト締結作業」に 適な手段を提供できる技術サポート体制の強化に加え、各

取引先への積極的な提案営業活動を展開し、売上高の伸長に努めるとともに、内外市場の販路開拓、コス

トダウンなどの創造的活動の展開をより強力に推進してまいりました。 

しかしながら、外需の鈍化や内需の停滞など国内外市況は大変厳しく、作業工具類及び機器類の販売も

需要回復の動きは弱く伸び悩んだことに加え、特別損失を計上したことにより、売上高及び経常利益を除

く各利益とも前回予想を下回る見込みであります。 

 

※上記の予想は本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

 

３ 特別損失の計上およびその内容 

平成 23 年５月期第２四半期において、「その他有価証券」に区分される保有有価証券のうち、時価が著

しく下落し、その回復があると認められないものについて、減損処理による投資有価証券評価損を特別損

失として計上する必要が生じましたのでお知らせいたします。 

 

  平成23年５月期第２四半期における投資有価証券評価損の総額 

(Ａ) 平成 23 年５月期第２四半期累計期間（平成 22 年６月１日から

平成22年11月30日まで）の投資有価証券評価損の総額 
72百万円 

※四半期における有価証券の評価方法は、洗替え方式を採用しております。 

※当社の決算期末は、５月31日です。 

 

○純資産額・経常利益額・当期純利益額に対する割合 

(Ｂ) 平成22年５月期末の純資産額  （Ａ／Ｂ×１００） 
1,479百万円 

（4.9％） 

(Ｃ) 平成22年５月期末の経常利益額  （Ａ／Ｃ×１００） 
102百万円 

（70.6％） 

(Ｄ) 近５事業年度の当期純利益の平均額  （Ａ／Ｄ×１００）

  （当期純利益基準に係る開示基準の特例）※ 

241百万円 

（30.0％） 

※ 近事業年度の当期純利益額が、 近事業年度の売上高の１％の額に満たないため、 近５事業年度の当期純利益の

平均額を記載しております。 

 

 

４ 今後の見通し 

通期業績予想につきましては、欧米や中国経済の減速、円相場の高止まりによる輸出の鈍化など回復局

面には変調が表れ始め懸念材料が多くなると予想されますが、売上確保、コスト削減に努めてまいり、平

成 22 年７月９日発表の平成 22 年５月決算短信における平成 23 年５月期業績予想と同一で、現在のところ

変更はありません。 

 

 

 

以 上 


